
○近江八幡市都市計画法に基づく開発許可等の基準等に関する条例 

平成２２年３月２１日 

条例第１８５号 

改正 平成２３年１２月１９日条例第４５号 

平成２５年６月２７日条例第３５号 

（題名改称） 

（趣旨） 

第１条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）

第３章の許可に係る基準及び手続を定めることにより、許可事務の透明性の向上及

び適正化を図り、もって良好な都市環境、居住環境等の形成及び保全に寄与するこ

とを目的とする。 

（平２５条例３５・全改） 

（事前審査申請） 

第２条 法に基づく開発行為を行う者は、法第３０条第１項の申請書を提出する前に、

規則で定めるところにより市長に開発計画事前審査願を提出し、当該開発行為の計

画について市長と協議しなければならない。ただし、滋賀県土地利用に関する指導

要綱（昭和４８年滋賀県告示第４０７号）に基づく協議を完了している場合は、こ

の限りでない。 

（平２５条例３５・追加） 

（上水道施設の基準） 

第３条 法第３３条第１項第４号の規定による給水施設の整備に係る開発許可の基準

は、近江八幡市給水条例（平成２２年近江八幡市条例第２０６号）に定めるものの

ほか、水道事業管理者が定める基準によるものとする。 

（平２５条例３５・追加） 

（政令に定める技術的細目に係る制限の強化又は緩和） 

第４条 市長は、法第３３条第３項の規定により、次に掲げる技術的細目について定

められた制限を当該各号で定めるとおり強化し、又は緩和するものとする。 

（１） 都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以下「政令」という。）



第２５条第２号で定める配置すべき道路の幅員 別表第１に定めるとおり 

（２） 政令第２５条第６号で定める開発区域に設けられる公園、緑地又は広場の

種類及び１か所当たりの面積の最低限度 別表第２に定めるとおり 

（３） 政令第２７条で定める公益的施設を配置すべき開発行為の規模 別表第３

に定めるとおり 

（平２５条例３５・追加） 

（敷地面積の最低限度） 

第５条 法第３３条第４項に規定する開発区域内において予定される建築物の敷地面

積の最低限度は、建築物の用途が住宅（自己の居住の用に供する住宅を除く。）で

ある場合に限り、別表第４に定めるとおりとする。 

（平２５条例３５・追加） 

（法第３４条第１１号の条例で指定する土地の区域） 

第６条 法第３４条第１１号に規定する条例で指定する土地の区域（以下「第１１号

指定区域」という。）は、次の各号のいずれにも該当すると認められる土地の区域

のうち、市長が指定する土地の区域とする。 

（１） 当該土地の区域の全部又は一部が、市街化区域から１キロメートルの範囲

内に存する土地の区域で、かつ、おおむね５０以上の建築物（市街化区域内に存

するものを含む。）が連たんしている土地の区域 

（２） 当該土地の区域を第１１号指定区域とすることが、隣接し、又は近接する

市街化区域における計画的な市街化を図るうえに支障がない土地の区域 

（３） 政令第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域及び同号ハ又は

ニに掲げる土地の区域に準じる土地の区域を含まない土地の区域 

２ 市長は、第１１号指定区域を指定しようとするときは、近江八幡市都市計画審議

会条例（平成２２年近江八幡市条例第１８４号）に規定する近江八幡市都市計画審

議会の意見を聴くことができる。 

３ 市長は、第１１号指定区域を指定したときは、その旨及び区域を告示しなければ

ならない。 

４ 前３項の規定は、第１１号指定区域の区域の変更について準用する。 



（平２５条例３５・旧第３条繰下・一部改正） 

（環境の保全上支障があると認められる予定建築物等の用途） 

第７条 法第３４条第１１号に規定する開発区域及びその周辺の地域における環境保

全上支障があると認められる用途として条例で定める予定建築物等の用途は、次の

各号のいずれかに掲げる用途以外の用途とする。 

（１） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第２（い）項第１号及び第

２号に掲げるもの（自己の居住の用に供する住宅に限る。）並びに当該住宅に係

る建築基準法別表第２（い）項第１０号に掲げるものの用途 

（２） 建築基準法別表第２（い）項第１号から第３号までに掲げるもの（自己の

居住以外の用に供する住宅に限る。）及び当該住宅に係る建築基準法別表第２（い）

項第１０号に掲げるものの用途 

（平２３条例４５・一部改正、平２５条例３５・旧第４条繰下・一部改正） 

（法第３４条第１２号の条例で指定する土地の区域） 

第８条 法第３４条第１２号に規定する条例で指定する土地の区域（以下「第１２号

指定区域」という。）は、次の各号のいずれにも該当すると認められる土地の区域

のうち、市長が指定する土地の区域とする。 

（１） 既存集落の建築物の敷地相互間の距離が１００メートル以内である土地の

区域 

（２） 法第１２条の４第１項第１号で規定する地区計画の土地を含まない土地の

区域 

（３） 政令第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域及び同号ハ又は

ニに掲げる土地の区域に準じる土地の区域を含まない土地の区域 

２ 市長は、第１２号指定区域を指定しようとするときは、近江八幡市都市計画審議

会の意見を聴くことができる。 

３ 市長は、第１２号指定区域を指定したときは、その旨及び区域を告示しなければ

ならない。 

４ 前３項の規定は、第１２号指定区域の区域の変更について準用する。 

（平２５条例３５・旧第５条繰下・一部改正） 



（法第３４条第１２号の条例で定める開発行為） 

第９条 法第３４条第１２号に規定する区域、目的又は予定建築物等の用途を限り定

める開発行為は、次の各号のいずれかに該当する開発行為とする。 

（１） 政令第８条第１項第２号ロからニまでに掲げる土地の区域を含まない土地

の区域における別表第５に掲げる開発行為 

（２） 前条で規定する第１２号指定区域の土地に自己の居住の用に供する住宅（建

築基準法別表第２（い）項第２号に掲げるものを含む。）を建築することを目的

として行う開発行為 

（平２５条例３５・旧第６条繰下・一部改正） 

（政令第３６条第１項第３号ハの条例で定める建築物等） 

第１０条 政令第３６条第１項第３号ハに規定する区域、目的又は用途を限り定める

建築物又は第１種特定工作物は、次の各号のいずれかに該当する建築物とする。 

（１） 前条第１号に規定する開発行為に係る予定建築物の要件に該当する建築物 

（２） 前条第２号に規定する第１２号指定区域で行う開発行為に係る予定建築物

の要件に該当する建築物 

（平２５条例３５・旧第７条繰下） 

（委任） 

第１１条 この条例の施行に関し、必要な事項は、規則で定める。 

（平２５条例３５・旧第８条繰下） 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年３月２１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前日までに、合併前の近江八幡市都市計画法に基づく開発許

可等の基準に関する条例（平成１７年近江八幡市条例第４９条）の規定によりなさ

れた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

付 則（平成２３年条例第４５号） 

この条例は、公布の日から施行する。 



付 則（平成２５年条例第３５号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２６年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに改正前の近江八幡市都市計画法に基づく開発許

可等の基準に関する条例（平成２２年近江八幡市条例第１８５号）の規定によりな

された処分、手続その他の行為は、なお従前の例による。 

別表第１（第４条関係） 

（平２５条例３５・追加） 

予定建築物の

用途 

道路種別 開発面積 

０.１ha以上

０.５ha未満 

０.５ha以上

５.０ha未満 

５.０ha以上

１０.０ha未

満 

１０.０ha以

上 

住宅 区画道路 ６.０m ６.０m ６.０m ６.０m 

幹線道路 ― ９.５m ９.５m １２.０m 

住宅以外 区画道路 ６.０m ６.０m ９.５m ９.５m 

幹線道路 ９.５m ９.５m １２.０m １２.０m 

備考 

１ 住宅以外の建築物等の１敷地の規模が１,０００平方メートル以上の場合は、

その敷地が接することとなる道路の幅員は９.５メートル以上とする。 

２ 政令第２５条第２項で定める配置すべき道路の幅員は、区画道路の項を適用

する。ただし、開発区域の位置、面積及び用途を勘案して市長が特に認めると

きは、幹線道路の項を適用する。 

３ 周辺の状況等を勘案して、通行上支障がないと市長が認めるときは、小区間

（最大延長３５メートル）に限り前項の幅員を４メートル以上とする。 

別表第２（第４条関係） 

（平２５条例３５・追加） 

１ 主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為については、設置すべき施



設の種類は公園とする。 

２ 設置すべき公園、緑地又は広場の１か所当たりの面積の最小限度は、１５０平方

メートルとする。 

別表第３（第４条関係） 

（平２５条例３５・追加） 

政令第２９条の２第１項第７号に定める基準に基づく制限の強化 

１ 公益的施設を配置すべき開発行為の規模は、次に掲げる公益的施設の区分に応じ、

当該各号に定める開発行為の規模とする。 

（１） 集会所 開発区域の計画戸数が３０戸から１５０戸までごとに１か所 

（２） 幼稚園 開発区域の計画戸数が２００戸から１,０００戸までごとに１か所 

（３） 小学校 開発区域の計画戸数が７００戸から１,０００戸までごとに１か所 

（４） 中学校 開発区域の計画戸数が２,０００戸から３,０００戸までごとに１

か所 

２ 前項の規定は、開発区域の周辺の状況及び将来の見通しを勘案して支障がないと

認められるときは、この限りでない。 

別表第４（第５条関係） 

（平２５条例３５・追加） 

区域区分 標準敷地面積（m

２

） 最小敷地面積（m

２

） 

市街化区域 １５０ １３０ 

市街化調整区域 ２００ ２００ 

備考 各区画の敷地面積の最低限度は、標準敷地面積の欄に定める面積とする。た

だし、隅角部については、最小敷地面積の欄に定める面積とする。 

別表第５（第９条関係） 

（平２５条例３５・旧別表・一部改正） 

１ 開発区域周辺の市街化調整区域内に、１０年以上継続して居住している者（現

に居住している住宅を所有する者に限る。）と同居し、又は同居していた３親等

内の親族が、婚姻等による別世帯の構成、転勤等による転入等に伴い、新たに自

己の居住の用に供する住宅を必要とし、かつ、市街化区域における当該住宅の建



築が困難であると認められる場合に、当該居住地又はその周辺の地域における土

地（自ら所有し、又は相続等により承継することが確実であると認められる土地

に限る。）に当該住宅を建築することを目的として行う開発行為（規則で定める

規模を超えないものに限る。） 

２ 開発区域周辺の市街化調整区域内に、１０年以上継続して居住している者が、

借家からの転居に伴い、新たに自己の居住の用に供する住宅を必要とし、かつ、

市街化区域における建築が困難であると認められる場合に、当該居住地又はその

周辺の地域における土地（自ら所有し、又は相続等により承継することが確実で

あると認められる土地に限る。）に当該住宅を建築することを目的として行う開

発行為（規則で定める規模を超えないものに限る。） 

３ 土地収用法（昭和２６年法律第２１９号）第３条に規定する事業の施行により、

市街化調整区域に存する自己の居住の用に供する住宅を移転し、又は除却する必

要がある場合に、当該住宅を所有する者が、当該住宅の存する土地の周辺の地域

に、従前と同一の用途及び同程度の規模で当該住宅に代わるものを建築すること

を目的として行う開発行為（規則で定める規模を超えないものに限る。） 

 


